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 (2) 廃棄物処理を取り巻く社会経済状況について （資料１） 
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廃棄物処理を取り巻く社会経済状況について
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令和３年11月29日
横浜市 資源循環局
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１ 廃棄物処理の変遷
(１） ごみ急増の時代（高度経済成長～）

爆発的なごみの増加に対応した全量焼却・全量埋立

・ごみ焼却工場を順次整備（７工場体制・６工場稼働）

・神明台処分地 埋立開始

・南本牧第２ブロック廃棄物最終処分場 埋立開始

・収集・運搬体制の構築・強化

・粗大ごみの有料化、缶・びん・ペットボトルの分別収集の開始

• 大量生産、大量消費、大量廃棄の時代

• 「ごみ戦争」をはじめとした、ごみ焼却工場・最終処分場の建設反対運動が各地で社会問題化

取組内容

処理・処分

収集・運搬
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<横浜市の対応>

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・高度経済成長期（1955年～1973年）の人口や所得の増加などにより、大量生産、大量消費、大量廃棄の時代に。・「ごみ戦争」をはじめとして、ごみ焼却工場や最終処分場の建設反対運動が起こるなど、ごみは大きな社会問題へと発展。・ごみの排出量が爆発的に増加。全量焼却、全量埋立を行っていた。・爆発的に増加するごみに対応するため、収集運搬体制の強化や、焼却工場の建設などを進めた。



• 全国的に最終処分場がひっ迫

• 循環型社会形成推進基本法や各種リサイクル法の成立

・ごみの減量・リサイクル

目標の「ごみ量30％削減」を２年で達成し、H22年には43％削減

・７工場体制・６工場稼働から、５工場体制・４工場稼働へ

２工場廃止： 栄・港南、１工場休止：保土ケ谷

・最終処分場を10年延命化（南本牧第２ブロック廃棄物最終処分場）

・分別収集品目の拡大 （５分別→10分別）、分別排出の徹底

プラスチック製容器包装、古紙・古布の分別収集の開始

・ふれあい収集の開始

・事業系ごみの減量・リサイクルの推進

取組内容

処理・処分

収集・運搬
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１ 廃棄物処理の変遷
(2） 横浜G30プラン（H15～H22）

<横浜市の対応>

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・ごみを燃やすことで発生する焼却灰や、燃やせないごみを埋め立てる最終処分場の確保が困難に。（名古屋市の「ごみ非常事態宣言」など）全国的にも最終処分場がひっ迫。・これを受けて、各種リサイクル法が成立し、ごみの資源化・減量化の取組が進められるようになった。・本市においても焼却と埋立を中心とした廃棄物対策から一歩前進して、ごみの減量・リサイクルに重点を置いた「横浜G30プラン」を平成15年に策定。・G30では、分別を徹底していただくため、２年間で約11,000回もの説明会を行うなど、市民の皆様への説明や周知を徹底。その結果、平成22年度までにごみ量30％削減（13年度比）するという目標を２年で達成し、最終年の平成22年度には、目標を大きく上回り、43.2％もごみを削減することができました。さらにＧ３０プランの成果としては、焼却工場の廃止、休止が挙げられます。ごみ量が減少したことにより、栄、港南の２つの焼却工場を廃止しました。また、保土ケ谷工場を一時休止し、緊急時などに対応するためのバックアップ工場とすることができました。またG３０のもう一つの効果としては、最終処分場の延命があります。ごみ量の大幅な減少により、埋立する焼却灰の量も大きく減少し、その結果、平成20年度には不足すると予想されていた、埋め立て処分場を大幅に延命することができました。



１ 廃棄物処理の変遷
(3） ヨコハマ３R夢プラン（H22～）

• リサイクルにリデュース、リユースを加えた「３R」の取組へ

• 京都議定書を契機とした地球温暖化への関心の高まり

・３Ｒの中でも、とくにリデュース（発生抑制）を中心とした施策の展開

・ごみ減量とCO2の削減を目標（CO2実績 R2：11.3%削減（H21比））

・神明台処分地 埋立終了

・南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場 埋立開始

・南本牧第２ブロック廃棄物最終処分場 埋立終了

・マイバッグ・マイボトルの利用など、環境にやさしいライフスタイルの転換を推進

・燃やすごみの収集を週３回から２回に変更

・古紙・古布の資源集団回収100%実施

取組内容

処理・処分

収集・運搬
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<横浜市の対応>



１ 廃棄物処理の変遷
【参考】 ごみ量の推移
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横浜G30プラン ヨコハマ３Ｒ夢プラン

ごみ量ピーク
161万トン
（H13）

87万トン
H13比▲46%
（R2）

分別・リサイクルにより
30％超の削減達成

発生抑制を中心とした
３Rの推進により削減
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２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫
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２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫
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２ 新たな課題への対応
(1) SDGｓの取組や脱炭素化の推進

・令和元年6月：G20大阪サミットにて「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を共有

「海洋プラスチックごみによる新たな汚染を2050年までにゼロ」を目指す

・令和２年７月：全国の小売店舗で、レジ袋有料化を義務化

・令和２年10月：国が「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロ」とすることを宣言

中期目標として2030年度までにCO２排出量46％削減

・令和３年６月、プラスチック資源循環促進法が成立

①製造事業者には、環境に配慮した設計への転換を求める。

②販売事業者には、ストローやスプーンなど12品目の

プラスチック製品について有料化や代替素材への転換を義務付け

③市町村には、市民への働きかけや分別収集に努めることを求める。

・令和３年１１月：COP２６で「パリ協定」の努力目標（１．５℃に上昇抑制）が、世界共通の目標基準に格上げ 9

削減義務の対象業種と品目

① プラスチック対策 ～世界・国の動向～

海岸に打ち上げられたクジラ

事業者 製品（12品目）
百貨店、スーパー、
コンビニなど

フォーク、スプーン
ナイフ、マドラー、ストロー

ホテルなど
ヘアブラシ、クシ、カミソリ
歯ブラシ　シャワーキャップ

クリーニング店
など

ハンガー
衣類用カバー



２ 新たな課題への対応
(1) SDGｓの取組や脱炭素化の推進
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ア スプーンやストロー等の使い捨てプラスチック削減の働きかけ

イ 製造・販売事業者による、再生材や代替素材への転換の支援

ウ 事業者と連携したプラスチック対策の推進

エ 海洋汚染防止の観点による、ごみのポイ捨て・不法投棄の防止

① プラスチック対策 ～本市の取組～

ウ セブン-イレブン・ジャパン等と連携した
ペットボトルリサイクル事業

イ facebook等での代替素材製品の紹介 エ プラスチック対策に関する啓発動画
「プラスチックごみってどこへいくの？」

ア イオングループと連携した
プラスチック削減の働きかけ



２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫
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２ 新たな課題への対応
(1) SDGｓの取組や脱炭素化の推進

≪世界の動向≫

• SDGｓで「2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減」

が掲げられており、 「気候変動対策」や「飢餓」、「貧困」など、複数の社会課題に関係する。

≪国の動向≫

• 令和元年10月、「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行

⇒ 国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの削減を

推進
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② 食品ロス削減 ～世界・国の動向～



２ 新たな課題への対応
(1) SDGｓの取組や脱炭素化の推進

ア 地域での説明会や学校での出前教室、焼却工場見学での働きかけ

イ 動画やSNS、パネル、チラシ等を活用した普及啓発

ウ 食品ロス削減を働きかけるイベントの開催

エ 小売店と連携した「てまえどり※キャンペーン」の啓発
※ 手前に陳列された販売期限間近の商品を積極的に選ぶ購買行動

オ フードバンク団体の支援

イ 食材の無駄をなくす
調理方法の紹介 13

② 食品ロス削減 ～本市の取組 １～

エ コンビニエンスストアにおける
「てまえどり」の呼びかけ

オ 横浜Ｆ・マリノスの試合にあわせた
フードバンク団体との取組

ウ 無印良品港南台バーズにおける
食品ロスを減らす調理実演

ア 焼却工場の見学



２ 新たな課題への対応
(1) SDGｓの取組や脱炭素化の推進
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② 食品ロス削減 ～本市の取組 ２～

カ 食べきり協力店のロゴ

キ 優良事業者の表彰
（キリンビール㈱横浜工場）

カ 食べきれなかった料理の「持ち帰り」などに取り組む「食べきり協力店」の推進

キ 優良事業者を「横浜市 食の３Ｒきら星活動賞」として表彰

ク 国際機関等と連携したオンラインイベントの開催

ケ 飲食店における行動デザイン（ナッジ）を活用した食べ残しを減らす取組の実証実験

ク 国際機関と連携したオンラインイベント
「WORLD FOOD NIGHT2021 with 横浜」

ケ 行動デザインを活用した実証実験
（アロハテーブル コレットマーレみなとみらい）



２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫

15



• ごみ焼却工場でつくられる電気は、化石燃料を使用しない「環境にやさしいエネルギー」

（市内4つのごみ焼却工場の発電量は、約12万世帯の消費電力量に相当）

環境にやさしいエネルギーを市内で活用することで、脱炭素社会の実現・市内経済活性化に貢献

• CO2を回収し有効利用する技術の研究など、民間事業者を中心に技術開発が進められている。
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２ 新たな課題への対応
(1) SDGｓの取組や脱炭素化の推進

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

横浜市内事業者
横浜市内家庭の
太陽光発電

環境にやさしいエネルギー
（再エネ）

横浜市焼却工場

※必要に応じて活用

太陽光など
（再エネ）

CO2排出
ゼロの電気

はまっこ電気：ごみ焼却工場でつくられる環境にやさしいエネルギーの地産地消

東京電力
エナジーパートナー
株式会社

CO2排出を伴う
電気

（火力発電所）

はまっこ電気

：通常電力
：環境価値

凡例



２ 新たな課題への対応

≪課題≫
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≪主な内容≫
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２ 新たな課題への対応
(2) 将来を見据えた施設整備

• ごみ焼却工場をはじめとした廃棄物処理施設は老朽化が進んでおり、

整備を進めることが必要

• 現在休止している保土ケ谷工場の再整備を実施
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① 老朽化した施設の整備

保土ケ谷工場

資源選別センター

ごみ焼却工場 ４か所 鶴見、旭、金沢、都筑
※ 保土ケ谷工場はH22年度から休止し、

中継輸送施設として稼働中

最終処分場 １か所 南本牧第５ブロック

資源選別センター ４か所 鶴見、金沢、緑、戸塚

収集事務所 19か所 各区（ごみ）、北部事務所（し尿）

輸送事務所 ３か所 神奈川、戸塚、神明台

本市の主な廃棄物処理施設



２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫
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２ 新たな課題への対応
(2) 将来を見据えた施設整備

• 最終処分場は、ごみの収集・運搬・処理・処分を継続するうえで、欠かすことのできない

重要な施設

• 南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場は本市唯一の処分場であり、長く大切に使用していく

ことが求められている →ごみの削減に加え、焼却灰の資源化を実施

南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場

南本牧第２ブロック廃棄物
最終処分場

20

② 最終処分場

≪南本牧第２ブロック廃棄物最終処分場（埋立終了）≫
埋立期間：平成５年～平成30年（25年間）

≪南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場≫
埋立期間：平成29年～



２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫
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災害時等においても、安定したごみの収集・運搬・処理・処分を継続

◆ 新型コロナウイルス感染症への対応

２ 新たな課題への対応
(3) 安定した収集運搬と災害時の対応

22

① 安定した収集運搬と災害時の対応

・ダイヤモンドプリンセス号への対応では、し尿を本市職員が収集すると

ともに、船内から排出されるごみを本市ごみ焼却工場で焼却処理

・コロナ禍で、家庭ごみの量が大幅に増加する中、感染対策に万全を期し、

１日たりとも収集を止めることなく継続

◆ 災害発生時、他都市へ災害復旧支援隊として職員を派遣

◆ 令和元年に台風被害を受けた金沢区幸浦・福浦地区において、

災害廃棄物を処理

・東日本大震災（仙台市・陸前高田市） ・熊本地震（益城町）

・平成27年9月関東・東北豪雨（常総市） ・東日本台風（川崎市）

・平成30年7月豪雨（東広島市・倉敷市）等



２ 新たな課題への対応

≪課題≫

• 世界共通の目標であるSDGｓや脱炭素社会の実現に向けた対応

• 将来にわたって市民生活と事業活動を支えるごみ処理の継続

① プラスチック対策

② 食品ロス削減

③ ごみ焼却工場における脱炭素化の推進

① 老朽化した施設の整備の再整

② 最終処分場

（3） 安定した収集運搬と災害時の対応

（１） SDGｓの取組や脱炭素化の推進

① 安定した収集運搬と災害時の対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

（2） 将来を見据えた施設整備

≪主な内容≫
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２ 新たな課題への対応
(3) 安定した収集運搬と災害時の対応

24

◆ 超高齢社会の進展に伴い、ふれあい・持ち出し収集のニーズが増加する中でも着実に対応

② 超高齢社会に対応したごみ収集

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H16 H20 H24 H28 R2

表：ふれあい収集世帯数の推移

R3
8,384世帯

(世帯)

(年度)



○ 「ヨコハマ３R夢プラン」策定から１０年以上が経過して

廃棄物処理に求められる役割が変化

大量生産・大量消費・大量廃棄に対応した全量焼却・全量埋立

ごみの分別・リサイクルの徹底、リデュースを中心とした施策の展開

SDGｓ、脱炭素社会の実現、プラスチック対策、食品ロスの削減への対応

○ 安定したごみの収集・運搬・処理・処分を継続するうえで

様々な課題への対応が必要

施設の老朽化、超高齢社会への対応、災害への備え など
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